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長野県の概要

面積・人口等 経済・産業

面積 13,561.56k㎡ 全国第4位

人口（R2国勢調査） 204万8,011人 全国第16位

総世帯数（R2国勢調査）
83万2,097世帯 全国第16位

1世帯当たり2.4人

平均寿命（H27年）
男性 81.75歳 全国第2位

女性 87.67歳 全国第1位

就業率（H27国勢調査）

59.0％ 全国第2位

女性 50.6％ 全国第2位

高齢者 28.7％ 全国第1位

県内総生産（H30年度） 8兆5,976億円 全国第18位

一人当たり県民所得（H30年度） 301万円 全国第21位

製造品出荷額等（R2年） 6兆1,578億円 全国第18位

農業産出額（R2年） 2,699億円 全国第11位

県内観光地延利用者数（R2年） 5,148万人
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自治の力みなぎる県づくり：多様な主体が協働しながら地域の課題解決に自ら取り組み、県全体の魅力を高めている県をめざします。

学びの県づくり：子どもから大人まですべての県民が主体的に学び、個々の持つ能力を社会の中で発揮している県をめざします。

4

しあわせ信州創造プラン2.0（長野県総合5か年計画）①

基本目標：確かな暮らしが営まれる美しい信州 ～学びと自治の力で拓く新時代～

計画期間：平成30年度から5年間

政策推進の基本方針

学
び
と
自
治
の
力
を

推
進
エ
ン
ジ
ン
に
政
策
を
展
開

クリエイティブな
社会をつくる

安心で希望あふれる
社会をつくる

⚫ 付加価値を高め、経済成長を実現！
労働生産性：7,282千円/人（2014年度）→8,065千円/人（2020年度）

⚫ 県民の豊かさ、全国トップレベルを維持！
県民一人当たり家計可処分所得：
2,428千円（2014年度）→2,810千円（2020年度）

⚫ 人口の社会増を実現！
社会増減：転入者と転出者の差：▲739人（2017年）→社会増（2022年）

⚫ インバウンド需要を取り込み、観光消費額を増加！
観光消費額：7,320億円（2016年）→8,100億円（2022年）

⚫ 2025年に県民希望出生率1.84に！
合計特殊出生率：1.59（2016年）→1.76（2022年）

⚫ さまざまな人の労働参加を全国トップに！
就業率：60.7％（2016年）→61.5％（2022年）

⚫ 健康長寿日本一を維持！
健康寿命：全国1位（2013年）→全国1位

⚫ 再生可能エネルギー自給率100％地域をめざし自給率向上！
再生可能エネルギー自給率：8.2％（2015年度）→12.9％（2020年度）

自然・文化と利便性をあわせ
もつ質の高い生活を送り、国
内外と活発に交流しながら人
生を楽しめる県をめざします。

時代の変化に柔軟に対応する
産業が持続的に発展し、地域
の活力を生み、県民の生活を
支えている県をめざします。

産業の生産性が
高い県づくり

人をひきつける
快適な県づくり

自らの健康と豊かな自然環境
を守り、育み安心できる暮ら
しを次世代に継承している県
をめざします。

誰もが等しく社会からその存
在と役割を認められ、自らの
可能性に挑戦し、自分らしく
生きている県をめざします。

いのちを守り育む
県づくり

誰にでも居場所と
出番がある県づくり

重点目標

重点目標



長野県は、2018年6月にSDGsの達成に向けて

優れた取組を提案する「SDGs未来都市」に

選定されました。

5

しあわせ信州創造プラン2.0（長野県総合5か年計画）②

特色1 「SDGs（持続可能な開発目標）」を計画にビルドイン

経済・社会・環境の三側面の課題に統合的に取り組み、誰一人取り残さない社会の実現を目指します。

「SDGs（持続可能な開発目標）」とは

2015年９月に国連で採択された「持続可能な開発のため

の2030年アジェンダ」に盛り込まれた17のゴールと169

のターゲットで、誰一人取り残さない持続可能な社会を

つくるための「世界共通のモノサシ」です。

特色2 人口減少社会に立ち向かう

「信州創生戦略」（都道府県まち・ひと・しごと創生戦略）の政策を継承
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県内産業の振興①

産業振興助成策の事例

名称 策定日

長野県航空機産業振興ビジョン 2016年5月

長野県食品製造業振興ビジョン 2017年9月

長野県医療機器産業振興ビジョン 2019年3月

◼ 時代の変化に柔軟に対応する産業が持続的に発展し、地域の活力を生み、県民の生活を支える「産業の生産性が高い県」を目指します

◼ 食品、航空機、医療機器、ITなどの分野で助成策を打ち出し、県内産業の振興を図っています

名称 策定日

信州ワインバレー構想 2013年3月

信州ITバレー構想 2019年9月

1. 長野県航空機産業振興ビジョン

⚫ 長野県の「強み」である超精密加工や電子・情報技術を集めてユニッ

ト化し、「アジアの航空機システム拠点」の形成を目指す

⚫ 新型コロナウイルス感染症の影響による、世界的な航空機需要急減な

どの環境変化を踏まえ、需要回復期において、県内企業がその需要を

取り込み、成長軌道に乗れるよう取り組みを展開中

2. 長野県食品製造業振興ビジョン

⚫ 長寿県NAGANOの「からだに優しい食品」の創出・提供を核として、

国内外の食市場で優位性を確保する食品製造業の実現を目指す

健康志向や世界基準の安全・安心

など消費者（市場）ニーズに沿っ

た的確な開発力

目標：商品化100品目（～2022年度）

健康長寿やそれを支えてきた

食文化・歴史・風土等の本質的

な価値を活用したブランド力

世界市場への展開を加速する高い

マーケティング力

目標：輸出額69億円（～2022年度）

農業・観光等の関連産業との

連携による新たな価値の創出力

確保を目指す4つの優位性

1 2

43

目標値

食品製造業の

製造品出荷額等
6,511億（2014年）

7,700億円

（2022年度）

達成目標

目標値

航空機産業に取り組む

県内企業数
89社

100社

（2025年度）

航空機関連の

製造品出荷額等
213億5,780万円

214億円

（2025年度）

環境試験設備の

利用件数
43件／年

5年間累計

400件

（2025年度）

達成目標

※2019年度末時点



日本、世界で存在感を高める

開発プレーヤーが集う仕組みづくり

開発・事業化のエコシステム形成
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県内産業の振興②

構想の推進体制組織として「信州ITバレー

推進協議会（NIT）」を発足し、県内の先

進的な取組に対する重点支援や情報発信・

プロモーションを実施

3. 長野県医療機器産業振興ビジョン

⚫ 医療機器分野でのシリコンバレーとして、世界の医療機器産業の発展

に貢献する長野県を目指す

5. 信州ITバレー構想

4. 信州ワインバレー構想 ～世界が恋する、NAGANO WINE～

⚫ Society5.0時代を共創するIT人材・IT産業の集積地「信州」を目指す

⚫ ワイン産業を究極の6次産業と位置付け

し、ブドウの生産から観光までを一貫して

産業の振興を目指す

フェーズ1

フェーズ2

フェーズ3

• ニッチトップ型の開発型中小企業等の創出・成長促進

• 本県の優れた技術を束ね大手メーカーへ提案

• 本県の技術を活かすベンチャー等の創出・成長促進

（事例：「信州医療機器事業化開発センター」を設置）

現在地

千曲川
ワインバレー日本アルプス

ワインバレー

桔梗ヶ原
ワインバレー

天竜川
ワインバレー

目標値

ワイン用ぶどう

の栽培面積

170ha

（2011年産）

370ha

（2023年）

長野県内での

ワイン購入量

成人一人当たり

2.7ℓ／年

（2010年度）

5.2ℓ

（2023年）

ワイナリー数
25場

（2011年度）

70場

（2023年）

目標値

IT産業における

1従業員当たりの売上高

1,507万円

（2017年）

2,000万円

（2025年）

＜参考指標＞

IT事業所数の増加

474か所

（2017年）

700か所

（2025年）

推進目標

推進目標

県内に展開するIT企業

と大学、公設試等支援

機関によるコンソーシ

アムを拠点にIT人材を

集積させ、産業のDX

推進や革新的なITビジ

ネス創出を促進

IT人材の
誘致・定着促進

IT人材の
育成支援

共創の場
の形成

ITビジネス
創業支援

IT企業の
立地環境整備

産官学の力を
結集した取組

構想の推進方策

構想の推進体制



4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

GB*
10年債（満期一括） 100 100

20年債（定時償還） 28 28

5年債（満期一括） 100 100

10年債（満期一括） 200 200

20年債（定時償還） 80 80

30年債（定時償還） 100 100

共同発行債 100 100 100 100 400 

計 1,008
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起債運営方針

◼ 調達手段の多様化として、令和2年度に20年定時償還債・グリーンボンド（10年満括）、令和3年度には30年定時償還債の発行を開始

しました。令和4年度につきましては、発行計画に記載の通りの調達を計画しております

調達手段の多様化

令和4年度市場公募債発行計画

⚫ 5年債の発行に加え、令和2年度に主幹事方式での20年定時償還債及びグリーンボンド、令和3年度には30年定時償還債の発行を開始しました

⚫ 令和4年度では、主幹事方式により4月に10年債を発行し、9月には20年定時償還債・30年定時償還債を発行しました

グリーンボンドの発行について

⚫ 長野県は、2050年の二酸化炭素（CO2）排出量実質ゼロの達成（緩和）と気候変動に起因した自然災害による被害の回避・軽減（適応）に向けた取

組として、令和2年度からグリーンボンドを発行しております。これを契機に、県内におけるESG投資に対する機運醸成を図ります

⚫ なお、今年度は10年満期一括償還債100億に加え、国内初となる20年定時償還のグリーンボンド28億を発行しました

（単位：億円）

* グリーンボンド
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県債の資金別発行状況

※ 一般会計、発行額ベース、借換債含み

資金区分 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

政府資金 126.4 130.2 118.6 67.5 130.4 122.8 91.5 84.0 182.6 175.7 137.5

機構（旧公営公庫）資金 0.5 15.5 6.2 12.9 5.0 9.0 17.2 39.8 4.3 88.8 21.8

国の予算貸付金 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

市場公募債 800.0 800.0 800.0 800.0 710.0 650.0 710.0 760.0 1,050.0 1,245.0 1145.0

銀行等引受債 649.6 858.2 785.8 805.5 859.4 988.4 1,032.5 1,120.8 1,250.5 1,151.0 979.8

合 計 1,576.6 1,803.9 1,710.6 1,685.9 1,704.8 1,770.2 1,851.2 2,004.6 2,487.4 2,660.5 2,284.1

市場公募債の
割合（%）

50.7 44.3 46.8 47.5 41.6 36.7 38.4 37.9 42.2 46.8 50.1 

◼ 安定的に資金調達をするために、調達手段の多様化を図りながら市場公募債の発行額の割合を高めています

（単位：億円）



県税

2,445 

22.5%

地方交付税

2,061 

19.0%

国庫支出金

1,603 

14.8%

県債

805 

7.4%

地方消費税清算金

1,005 

9.3%

諸収入

2,093 

19.3%

地方譲与税

392 

3.6%

繰入金

214 

2.0%

使用料及び手数料

164 

1.5%

その他

67 

0.6%

人件費

2,464 

22.7%

公債費

1,209 

11.1%

扶助費

162 

1.5%

社会保障

関係費

1,073 

9.9%

補助費、

物件費等

4,405 

40.6%

投資的経費

1,535 

14.2%

歳出

10,849
億円

⚫ 介護保険
⚫ 後期高齢者医療
⚫ 国民健康保険関係経費 など

⚫ 公 立 学 校 の 教 員
（ 小 ・ 中 ・ 高 な
ど）警察官、行政
職 員 、 特 別 職 、
議員の給与 など

⚫ 公共事業費
⚫ 災害復旧費

など

⚫ 施設運営費
⚫ 事業補助金
⚫ 税市町村交付金

⚫ 借入金の返済

⚫ 生活保護費
など
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令和4年度当初予算

令和4年度当初予算は、最終年度を迎える

「しあわせ信州創造プラン2.0」の総仕上げ

を図るとともに、以下に掲げる6つの重点

テーマを推進するための予算です。

⚫ ワクチン接種体制の整備や療養・検査体制の確保

⚫ 暮らしの支援の充実や県内経済の下支え、雇用の確保

1. 新型コロナから県民の命を守り、暮らしと産業を支える

⚫ 度重なる災害からの着実な復旧・復興

⚫ 災害の教訓を活かした防災・減災対策、逃げ遅れゼロ等の推進

2. 災害に強い県づくり

⚫ 信州回帰プロジェクトや長野県DX戦略の推進

⚫ 企業等の積極的な事業展開への支援、海外等との未来志向の交流

3. 産業・暮らしのコロナ禍からの復興

⚫ 長野県ゼロカーボン戦略の目標達成に向けた、交通・建物・再生可能

エネルギー等の各重点分野の支援策拡充

4. 脱炭素社会の構築

⚫ 多様性を尊重する共生社会づくりや犯罪被害者等の支援体制の整備

⚫ 若者・子育て世代の希望を実現できる環境づくり

5. 誰一人取り残さない公正な社会づくり

⚫ 子どもから大人までの学びを支える環境の充実

⚫ 時代に適応する能力を身に付けられるリカレント教育・リスキリングの推進

6. 誰もが主体的に学び続けられる社会づくり

6つの重点テーマ

歳入

10,849
億円

臨時財政対策債
156（1.4%）

通常債
649

（6.0%）

予算規模（一般会計）

（前年度比:+425億6,604万9千円、+4.1%）

1兆848億9,672万4千円



普通会計決算の状況 ～決算額と実質収支の推移～

◼ 新型コロナウイルス対応により、歳入・歳出共に増加基調が継続しています

◼ 収支は黒字で推移しています

※ 実質収支 = 歳入 - 歳出 - 翌年度に繰り越すべき財源
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（単位：億円）

（年度）

8,836 8,722

8,438 8,478 8,459 8,386
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普通会計決算の状況 ～歳入決算額の推移～

◼ 令和3年度の歳入は、中小企業制度融資制度にかかる貸付金の返還や、普通交付税・新型コロナウイルス対応に係る国庫支出金（地方

創生臨時交付金等）が増加したことなどから、歳入は大幅に増加しました

※ 表示単位未満の端数処理により、内訳と合計が一致しない場合がある
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（単位：億円）

（年度）

2,135 2,124 2,154 2,198 2,346
2,756 2,701 2,748 2,820 2,788 2,834 3,052

294 306 313 368
432

397 335 345 385 376 337
372

2,288 2,334 2,279 2,188
2,198

2,106 2,066 2,013 2,000 2,025 2,068
2,342

1,179 1,189 1,110 1,251 1,091
1,076

1,010 1,008 1,000 1,184

2,327

2,482
1,446 1,246 1,299 1,257 1,145

1,007
1,065 1,151 1,063

1,310

1,570

1,486

1,494 1,524 1,282 1,216 1,247 1,044
1,014 930 770

885

1,533

2,231

8,836 8,722
8,438 8,478 8,459 8,386

8,191 8,195
8,039

8,568

10,669

11,965

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3
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普通会計決算の状況 ～歳出決算額の推移～

◼ 令和3年度の歳出は、人件費や投資的経費などが減少しましたが、新型コロナウイルス対応経費（物件費、貸付金等）の増加により、

前年比1,235億円の増（11.8%増）となりました

◼ 公債費は、H30年度までの発行額の抑制及び金利低下による利金支払額減により、減少傾向で推移していましたが、令和3年度につい

ては将来の公債費負担の軽減を図るため減債基金へ積立を行ったことにより増加となりました。

※ 表示単位未満の端数処理により、内訳と合計が一致しない場合がある
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（単位：億円）
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経常収支比率の推移

◼ 人件費、公債費等の経常経費の削減に努めている中、社会保障費が増加傾向にあり、経常収支比率は全国と同様に高い水準となってお

りますが、令和３年度については普通交付税等の増加により4.1％の減となっています。

14

（単位：%）
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公営企業会計決算の状況

◼ 各事業ともに純利益を計上しており、安定した経営を行っています

◼ 令和３年３月に今後５年間の経営戦略である「長野県公営企業経営戦略」（改訂版）を策定しました。基本方針に「経営の安定と未来

への投資」を掲げ、電気事業・水道事業を実施しています

15

公営企業会計 令和３年度決算

区分 電気事業 水道事業 流域下水道事業

損
益
収
支

経常収益 3,559 5,336 10,298

経常費用 2,821 4,689 10,274

経常損益 738 647 24

特別損益 0 0 0

純損益 738 647 24

資
本
的
収
支

収入 2,731 2,015 14,283

企業債 2,653 1,769 2,569

支出 4,597 4,851 14,283

企業債償還金 537 1,559 2,118

収支差 △1,866 △2,836 0

※ 表示単位未満の端数処理により、内訳と合計が一致しない場合がある
※ 損益収支は消費税抜き、資本的収支は消費税込み

（単位：百万円）
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普通会計 通常債 5ヶ年加速化対策分 普通会計 特別債

県債残高の見通し

◼ 建設事業等に充てるための通常債は、国の「防災・減災・国土強靭化のための5か年加速化対策」を積極的に活用し、防災・減災対策

を集中的に推進することから増加するものの、５か年加速化対策分を除いた通常債の県債残高は、減少していく見通しです

◼ 今後も、将来負担の軽減と世代間負担の公平性のバランスを保ちながら適正な規模の発行に努めるとともに、臨財債の廃止を含めた抜

本的な見直しを国に強く求め、県債残高の縮減に取り組みます

※ 普通会計決算額。R4年度以降は見込額
※ 特例債：臨時財政対策債と減収補てん債（特例分）の合計
※ ５ヶ年加速化対策分：国の「防災・減災・国土強靭化のための5か年加速化対策」（R3~7）を活用した県債見込額 16

（年度）

（単位：億円）



減債基金（満期一括償還分）の状況

◼ 満期一括償還に備えて、平成8年度から計画的に減債基金の積立を行っています

◼ 財政調整のための取崩しや貸付けは一切行っていません

◼ 地方債、財投機関債の購入などによる効率的な運用を実施し、利子収入の確保に努めています

◼ 令和3年度については将来の公債費負担の軽減を図るために積立を行ったため、残高が増加しています

17

（単位：億円）
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財政調整のため基金の状況

◼ 基金（財政調整基金、減債基金）の令和3年度末残高は640億円です

18
※ 減債基金には、満期一括償還に係る積立額を含んでいない

（単位：億円）
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健全化判断比率

◼ 実質赤字、連結実質赤字は発生していません

◼ 実質公債費比率、将来負担比率ともに早期健全化基準を大きく下回っています

19

令和３年度決算に基づく比率

（注）〈 〉は全国順位（健全度が高い = 数値が低い順）

指標 長野県
全国平均
（加重）

早期健全化基準
（都道府県）

財政再生基準
（都道府県）

実質赤字比率 － － 3.75% 5%

連結実質赤字比率 － － 8.75% 15%

実質公債費比率
（3か年平均）

9.8%〈19位〉
（R2:9.8%〈16位〉）

-%

（R2:10.2%）
25% 35%

将来負担比率
157.7%〈18位〉
（R2:173.1%〈18位〉）

-%

（R2:171.3%）
400% －



実質公債費比率・将来負担比率の推移

◼ 令和３年度の実質公債費比率は、防災・減災対策の推進等により元利償還額が増加した一方、標準財政規模（標準的な一般財源の規

模）が増加したことから、前年度と同率になりました

◼ 令和３年度の将来負担比率は、防災・減災、国土強靱化のための5か年加速化対策や、令和元年東日本台風災害復旧事業等の実施に

よって県債残高が増加した一方、標準財政規模の増加により前年度比15.4ポイント減少しました

20

実質公債費比率

将来負担比率

（年度）
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バランスシート（＋純資産変動計算書・資金収支計算書）の状況

◼ 総務省より提示された「統一的な基準」に基づき作成しています

◼ 普通会計ベースの資産では、有形固定資産（道路・橋りょう・公園・住宅、高等学校、治山造林等）が80.4%を占めています。

◼ 負債では、地方債（翌年度償還予定地方債を含む）が89.0%を占めています。
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普通会計におけるバランスシート 令和２度末現在

※ 県民一人当たり … 資産：106万5千円、負債：100万3千円

借方 令和２年度

1. 有形・無形固定資産

インフラ・事業用資産、物品 等
17,750

2. 投資・その他の資産

投資・出資金、貸付金、基金 等
3,515

3. 流動資産

現金・預金、未収金 等（うち歳計現金）

810

（174）

資産合計（A） 22,075

資産の部

資金収支計算書

収入 12,060

－支出 12,072

＝本年度資金収支額 △11

＋前年度末資金残高 185

＝本年度末資金残高 174

貸方 令和２年度

1. 固定負債

県債、退職給与引当金 等
19,295

2. 流動負債

翌年度県債償還予定額 等
1,498

負債合計（B） 20,793

負債の部 （単位：億円）（単位：億円）

純資産変動計算書

前年度末純資産残高 2,366

－純行政コスト 8,194

＋税収等・国県等補助金 8,064

＋無償所管換等 △954

＝本年度末純資産残高 1,282

純資産合計（A）-（B） 1,282

負債・純資産合計 22,075

純資産の部



行政コスト計算書の状況

◼ 令和２年度の普通会計ベースの行政コスト計算書において、純行政コストは8,194億円です。

22

普通会計における行政コスト計算書 令和２年度

令和２年度
構成比

人にかかるコスト（人件費など） 2,451億円 30.2%

物にかかるコスト

（物件費、維持補修費、減価償却費）
1,495億円 18.4%

移転支出的なコスト

（社会保障給付、補助金など）
3,623億円 44.6%

その他のコスト（支払利息など） 548億円 6.8%

経常行政コスト合計（Ａ） 8,117億円 100.0%

経常収益（Ｂ） 330億円 －

純経常行政コスト（Ａ）-（Ｂ） 7,787億円 －

臨時損益（Ｃ） 407億円 －

純行政コスト（Ａ）-（Ｂ）+（Ｃ） 8,194億円 －

県民一人当たりの行政コスト 395千円 －



⚫ 実質公債費比率を16%未満に維持

⚫ 将来負担比率を全国平均以下に維持

① 臨時財政対策債を除く元金ベースで

プライマリー・バランスの黒字を維持

② 県が将来の負担を保障する団体等の借入金も

含め、県全体の債務残高を縮減

財政改革の取り組み
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行政・財政改革方針（平成24～28年度） 長野県行政経営方針（平成29年度～）

Ⅲ 行政サービスを支える基盤づくり

3 持続可能な財政運営

（1）歳入確保の取組

（2）施策・予算の重点化

（3）将来世代への過度な負担の抑制

項目
H24年度～H28年度

計画額 実績 差引

歳
入

新たな歳入確保 4.9 7.1 2.3

県税収入の確保 61.2 127.9 66.7

受益者負担の適正化 2.5 2.5 0.0

県有財産の有効活用 63.6 64.9 1.4

臨時的財源の活用 4.3 6.7 2.4

小計 136.5 209.2 72.7

歳
出

抜本的な事業見直し 72.7 120.7 48.0

人件費の縮減 55.1 205.6 150.5

公債費の縮減 4.2 8.8 4.6

効率的な予算執行 200.0 266.7 66.7

小計 332.0 601.8 269.8

合計 468.5 811.0 342.6

※ 金額は一般財源ベース
※ 表示単位未満の端数処理により、内訳と合計が一致しない場合がある

歳入の確保
ふるさと信州寄付金の確保、ネーミングライツの導入

（6施設）、広告収入の確保 など

歳出削減
官民格差是正のため、退職手当の支給水準を平成25年

度から段階的に引下げ（△15.6%）など

（単位：億円）



中期財政試算（令和4年2月）

◼ 歳入確保策や歳出削減策など、財政健全化に向けた取組を一層進めることにより、財政赤字を出すことなく、安定的な財政運営を行っ

ていきます。
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区分 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

県税 2,402 2,445 2,472 2,508 2,542 2,565

地方交付税等 3,726 3,471 3,464 3,457 3,446 3,440

県債 1,329 805 1,066 1,098 1,138 868

その他 4,955 4,005 3,520 3,279 3,028 2,560

歳入合計 A 12,412 10,726 10,522 10,342 10,154 9,433

義務費 4,043 3,835 3,796 3,808 3,809 3,790

投資的経費 2,246 1,535 1,989 2,047 2,088 1,590

社会保障関係費 1,046 1,073 1,103 1,128 1,152 1,179

県税交付金等 1,104 1,058 1,072 1,092 1,108 1,120

その他行政経費 3,997 3,348 2,683 2,404 2,159 1,917

歳出合計 B 12,436 10,849 10,643 10,479 10,316 9,596

差引額 C = A – B △ 24 △ 123 △ 121 △ 137 △ 162 △ 163

効果的な予算執行 D 40 40 40 40 40

財源不足額 E =C +D △ 24 △ 83 △ 81 △ 97 △ 122 △ 123

基金残高 536 453 372 275 153 30

※ 一般会計ベース

（単位：億円）
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